
はしがき

本書は、次の 3 つの思いを込めて書きました。

1. 相続税申告の依頼者に相続税の基礎知識を網羅的に伝えたい

税理士として、相続税の申告業務を依頼された場合は、依頼者に相続税の

税額計算の概要、特例や税額控除などをできるだけわかりやすく説明してい

ます。それは、相続税の仕組みを理解したうえで、最適な遣産分割協議をし

て、依頼者にとって最も有利な相続税申告をしてもらいたいからです。

従来より、依頼者には、本書の巻末に付録として掲載した冊子「相続手続

の流れと必要書類」を渡し、相続税の概要や相続手続に必要な資料等につい

て説明してきました。

しかし、この冊子だけでは、詳細まで十分に説明しきれません。そのため、
依頼者に相続税申告と相続手続について、さらに詳細に、より具体的に、か

つ、網羅的に説明するための解説書として本書を書きました。

2. 相続税申告実務を体系化した入門マニュアルを作りたい

相続税の申告実務は、相続税法の知識だけでなく、民法の知識、戸籍の知

識、不動産に関する知識等、幅広い知識が必要となります。
また、相続に伴う不動産や金融資産等の相続財産の名義変更手続、年金や

健康保険等の社会保険の手続の知識も不可欠となります。

そして、相続税の申告実務は、相続に関する知識はもとより、相続全体を

見渡しながら行う必要があります。そのため、亡くなられた方の生前の生活

ぶりや家族構成をも考慮して、現預金の在り高や名義財産の有無等を調査す

る必要があります。

そこで、 30年以上にわたる相続税申告の実務経験を生かして、相続税申告
業務に必要不可欠な基本事項を、体系的に、かつ、わかりやすく、簡潔にま

とめ、はじめて相続税申告を行う場合の入門マニュアルとして、本書を書き

ました。



3. 相続税法と関連法令等に関する最新の情報を伝えたい

生前贈与に対する課税方法は、令和 6 年 1 月 1 日から大きく改正されまし

た。暦年課税では、相続財産に加算される生前贈与財産が相続開始以前 3 年
以内から 7 年以内に延長され、相続時精算課税では、相続税に加算されない

基礎控除額が創設されました。いずれも、今後の生前贈与のあり方に大きな

影響を与える改正です。そのため、改正の経緯や趣旨を含め、また、改正後

の各制度の長所と短所についても詳細に解説しました。

一方、令和 6 年 4 月 1 日以後、相続登記申請が義務化されました。令和 6
年 4 月 1 日以後に相続または遺贈により取得した不動産は 3 年以内に、それ

以前に取得した不動産は令和 9 年 3 月 31 日までに登記申請をしないと罰則の
対象とされることになりました。

また、この相続登記申請の義務化に先立ち、平成29年 5 月 29日には、相続

手続に必要な戸籍等の内容を要約した証明書を法務局が無料で交付する「法

定相続情報証明制度」が創設されました。さらに、令和 6 年 3 月 1 日には、

全国の戸籍謄本等が最寄りの市区町村役場で取得することができる「戸籍等

の広域交付制度」が創設されました。

これらの相続税法や関連法令等の最新の情報をわかりやすく伝えるととも

に、新たに創設された制度については、申請書等を例示して、すぐに活用し

てもらえるように、本書を書きました。

本書は、多くの方々の支えにより出版することができました。

まず、本書を書くにあたりたくさんのご指導をいただいた日本法令出版課

の大濁有里様、多くの質問に答えていただいた山岡美樹税理士、条文や文章
のチェックを辛抱強くしていただいた籠谷千春税理士、誤字脱字等のチェッ

クをしてくれた浅見会計のスタッフたち、この方々の協力なくしては、本書

の出版はできなかったと思います。また、日頃から仕事をご一緒させていた

だいている春日秀一郎弁護士、國塚道和弁護士、早上卓也司法書士、坂本彰
太郎司法書士、山崎剛社会保険労務士には、たくさんのアドバイスをいただ

きました。ほんとうにありがとうございました。心より、感謝をいたします。

令和 7 年 3 月

浅見透
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章

相続と相続分

相続税法は、民法の規定を前提として、相続税と贈与税の税額計算等につ

いて規定しています。そのため、相続税法を理解するためには、民法の相続

や親族に関する規定の知識が必要になります。
そこで、本章では、民法の規定のうち、相続人と相続権、相続の承認と放

棄、親族の範囲を中心として解説します。

また、民法が規定する相続人とその相続分については、具体例を示して、
様々なケースにおける相続人とその相続分について解説をします。

田相続税法と民法 10 

図相続権と法定相続人 11 

固法定相続分 13 

田相続の承認と放棄 14 

固親族の範囲 17 

固親族関係図 22 

図法定相続人と相続分の具体例 24 



田相続税法と民法

1 ■ 相続税法と民法

相続税法は、相続税と贈与税の 2 つの税目について規定しています。

相続税は、相続または遺贈による財産の移転に対して課税します。ま

た、贈与税は、生前贈与による財産の移転に対して課税します。相続

税と贈与税は、どちらも原則として個人間の無償による財産の移転に

対して課税する租税です。

ただし、相続、遺贈および贈与についての法律的な取扱いは、民法

で規定しています。そのため、相続税、贈与税の税額計算をするため

には、まず、民法の相続、遺贈および贈与に関する規定を理解する必

要があります。

以下、本章で相続、第 2 章で遺贈、第 3 章で贈与に関する民法の基

本事項を解説します。

2. 相続の開始（民法882)

「相続は、死亡によって開始する。」と、民法は規定しています。人

には寿命がありますから、財産の多い少ないにかかわらず、誰でも、

必ず、相続が開始します。死亡した人を、被相続人といいます。

3. 相続の一般的効力（民法896)

相続人は、相続開始の時から、被相続人の財産に属した一切の権利

および義務を包括的に承継します。

したがって、相続人は、被相続人の死亡という事実だけを原因とし

て、被相続人の所有していた土地、建物、現預金、家財その他の財産

のすべてを無条件に承継します。また、積極的な財産だけではなく、

被相続人の負担すべき借入金、カードローン、税金や未払金その他の

債務のすべても、無条件で引き継ぐことになります。
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第 1 章相続と相続分

ただし、被相続人の一身に専属した地位や資格は、相続人に承継さ

れません。一身に専属した地位や資格とは、被相続人自身だけが行使

できるもの、たとえば、会社の代表取締役などの役職とか被相続人が

取得した国家資格などです。

② 相続権と法定相続人

1. 配偶者の相続権（民法890)

被相続人の配偶者は、常に、相続人になります。

配偶者とは、夫にとっての妻、妻にとっての夫をいい、戸籍上の婚

姻関係のある者をいいます。配偶者は、被相続人と血のつながりのあ

る血族ではありませんが、被相続人が自ら選んだ生涯のパートナーで

あるため、必ず、相続人になります。

2. 第 1 順位の相続権

(1) 第 1 順位の相続人（民法887①)

被相続人の子は、第 1 順位の相続人になります。

親の財産が相続により、親から子へ、子から孫へと、順に下の世代

へと承継されていくことは自然な流れです。そのため、第一順位の相

続人は、子になります。

(2) 子の代襲相続（民法887®<③)
だいしゅうじゅう

第一順位の相続人である被相続人の子が、以下の代襲事由に該当す
る場合には、子の子（被相続人の孫）が、子の相続権を代製して相続

人となります。また、この代襲者が、代襲事由に該当する場合には、

代襲者の子（被相続人のひ孫）がその相続権を代襲します。被相続人

の直系卑属であれば、同様に相続権が順次、代襲相続されていきます。

1 1 



① 相続開始以前の死亡（民法887)

相続人が、被相続人の相続開始以前に死亡していること

② 欠格事由による相続権の喪失（民法891)

相続人が故意に被相続人等を死亡させたなどにより刑に処せられた
けつかく

こと等の欠格事由により相続権を失ったこと
③ 廃除による相続権の喪失（民法892)

被相続人が、相続人から虐待等を受けるなどしたため、家庭裁判所
はいじょ

に請求してその相続人を廃除して相続権を排除したこと

(3) 胎児の権利能力（民法886)

たいじ

相続の開始時に胎児がいる場合には、胎児は既に生まれたものとみ
なします。したがって、相続の開始時に、被相続人の子が胎児であっ

ても、胎児は第 1 順位の相続人となります。ただし、死産であった場

合を除きます。

3. 第 2 順位の相続権（民法889①-)

(1) 直系尊属の相続権

直系尊属は、第 2 順位の相続人になります。そのため、第 1 順位の

相続人がいない場合に相続人となります。

(2) 親等の異なる直系尊属がいる場合
しんとう

親等の異なる直系尊属がいる場合には、親等の近い直系尊属が先に

相続人になります。

たとえば、相続開始時に、第 1 順位の相続人がなく、 1 親等の直系

尊属である父母が相続開始以前に死亡していて、 2 親等である祖父母

がいる場合には、祖父母が第 2 順位の相続人になります。なお、直系

尊属の場合は、近い親等の尊属が相続人になるのであって、直系卑属

の場合のような相続権の代襲という概念ではありません。

12 



4. 第 3 順位の相続権（民法889(!)ニ）

(1) 兄弟姉妹の相続権

第 1 章相続と相続分

けいていしまい

被相続人の兄弟姉妹は、第 3 順位の相続人になります。そのため、
第 1 順位の相続人および第 2 順位の相続人がいない場合に、相続人と

なります。

(2) 兄弟姉妹の相続権の代襲者

被相続人の兄弟姉妹が、代襲事由のいずれかに該当する場合には、
おい めい

兄弟姉妹の子（被相続人の甥または姪）が、その相続権を代襲します。
ただし、その者の子（甥または姪の子）は、被相続人との親等が遠い

ため、その相続権を代襲することはできません。

③ 法定相続分

1. 法定相続分（民法900)

(1) 配偶者と子が相続人の場合

配偶者と子の相続分は、各 2 分の 1 とします。また、子が複数人い

る場合には、各自の相続分は等分とします。

(2) 配偶者と直系尊属が相続人である場合

配偶者の相続分は、 3 分の 2 とし、直系尊属の相続分は、 3 分の 1

とします。また、直系尊属が複数人いる場合には、各自の相続分は等

分とします。

(3) 配偶者と兄弟姉妹が相続人である場合

配偶者の相続分は、 4 分の 3 とし、兄弟姉妹の相続分は、 4 分の 1
はんけつけいていしまい

とします。ただし、半血兄弟姉妹（父母の一方のみを同じくする兄弟

13 



ぜんけつけいていしまじ

姉妹）の相続分は、全血兄弟姉妹（父母の双方を同じくする兄弟姉
妹）の相続分の 2 分の 1 とします。

2. 代襲相続人の相続分（民法901)

相続権を代襲した代襲相続人の相続分は、その代襲相続人の直系椋

属が受けるべきであった相統分と同じになります。ただし、代襲相続

人が数人あるときは、その各自の相続分は等分とします。

3. 相続人と相続分のまとめ

各順位の相続分

（相続分合計）

ー
＿
2
-
2＿2

ー
一3
-
3
_
3

ー
一
4
-
4＿4

※ 子およびその代襲者、直系雌属が複数人の場合は等分とします。

※ 兄弟姉妹が複数人の場合は等分とします。ただし、半血兄弟姉妹は全血兄弟

姉妹の 2 分の 1 とします。

④ 相続の承認と放棄

1. 相続の承認または放棄をすべき期間（民法915)

相続人は、相綾開始の時から、被相続人の財産に属した一切の権利

および義務を包括的に承継します。被相続人の現預金や土地建物等の

積極財産が、借入金やカードローンなどの伯務よりも多いのであれば、

相続人は単純承認により積極財涯を相続して債務を返済し、残りの財

産を取得することができます。

しかし、被相続人の相続開始時の稽極財産よりも債務が多い、つま

り、被相続人が債務超過の状態で相続が開始することもあります。そ
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第 1 章相続と相続分

の場合には、相続を単純承認すると、相続人は、被相続人の債務を相

続人自身の財産で返済しなければならなくなり、不利益を被ることに

なります。そのため、相続人には、相続の開始を知った時から 3 か月

以内に家庭裁判所に申述することにより、相続を限定承認する権利、

または、相続を放棄する権利が与えられています。

2. 単純承認

(1) 単純承認の効力（民法920)

相続人が、単純承認をしたときは、相続開始の時から、無限に被相

続人の権利義務を承継することになります。

(2) 法定単純承認（民法921)

下記①から③のいずれかに該当するときは、相続人は、単純承認を

したものとみなされます。

① 相続人が、相続財産の全部または一部を処分したとき。ただし、

その財産の保存行為および一定の期間を超えない賃貸をすること

は処分したことにはなりません。

② 相続人が、相続の開始があったことを知った時から 3 か月以内

に、限定承認または相続の放棄をしなかったとき。

③ 相続人が、限定承認または相続の放棄をした後であっても、相

続財産の全部もしくは一部を隠匿し、個人的にこれを消費し、ま

たは悪意でこれを相続財産の目録の中に記載しなかったとき。た

だし、その相続人が相続の放棄をしたことによって相続人となっ

た者が、相続の単純承認をしたときを除きます。
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3. 限定承認

(1) 限定承認（民法922)

限定承認とは、相続人が、相続により取得した財産の価額を限度と

して、被相続人の倣務等を引き継ぐ相続の承認方法をいいます。つま

り、被相続人から一定の財産のみを承継し、その財産の時価相当額ま

での債務は承継しますが、それを超える債務等は承継しないという相

続の承認方法です。

(2) 限定承認の手続（民法923、 924)

相続人が限定承認をするためには、相続の開始があったことを知っ

た時から 3 か月以内に、相続財産の目録を作成して家庭裁判所に提出

し、共同相続人全員の合意により、共同して、限定承認をする旨を申

述しなければなりません。ただし、相続を放棄した相続人の同意は必

要ありません。

(3) 限定承認の具体例

被相続人が、時価 1 億円の居住用の土地建物を所有し、かつ、 1 億

1,000万円の借入金を有した状態で相続が開始したとします。このよ

うな場合に、共同相続人全員が共同して、この時価 1 億円の土地建物

を相続し 1 億円の借入金を引き継ぐ旨を家庭裁判所に申述することに

より、限定承認をすることができます。

4. 相続の放棄

(1) 相続の放棄（民法938)

相続の放棄をしようとする者は、相続の開始があったことを知った

時から 3 か月以内に、その旨を家庭裁判所に申述しなければなりませ

ん。

16 



第 1 章相続と相続分

(2) 相続放棄の効力（民法939)

相続の放棄をした者は、その相続に関しては、はじめから相続人と

ならなかったものとみなされます。また、相続を放棄した者の子は、

代襲相続人になることはできません。また、一度相続の放棄をした者

は、それを取り消すことはできません。

固l 親族の範囲

1. 親族の範囲（民法725)

親族とは、 6 親等内の血族、配偶者および 3 親等内の姻族をいいます。

2. 血族

(1) 自然血族と法定血族
けつぞく

血族には、自然血族と法定血族があります。自然血族は、血縁のあ
ぼうけいけつぞく

る者同士をいい、直系血族と傍系血族があります。法定血族は、養子
縁組をした養親と養子のように法律上親子としての関係が生じた者同

士をいいます。

(2) 直系血族

① 直系血族

直系血族とは、親子としての血縁関係のある者同士をいいます。本
そんぞく

人よりも前の世代の父母、祖父母等は、尊属の直系血族です。また、
ひぞく

本人よりも後の世代の子、孫、曾孫等は、卑属の直系血族です。

②実子

実子とは、父母と血縁のある子をいいます。戸籍上の婚姻関係にあ
ちゃくしゅつし ひちゃくしゅつし

る夫婦間に生まれた実子を嫡出子、それ以外の実子を非嫡出子と

いいます。
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③認知（民法772、 779~789)

認知とは、戸籍上の婚姻関係にない男女から生まれた子について、

原則として、父親が自分の子であることを認めて戸籍上の親子関係を

生じさせることをいいます。母親と子は、分娩の事実により親子関係

が明らかであるため認知の必要がありません。なお、認知の効力は、

出生にさかのぼって生じます。ただし、成人の子の認知にはその子の

承諾が必要です。

(3) 傍系血族

① 傍系血族

傍系血族とは、兄弟姉妹、尊属の直系血族の兄弟姉妹およびこれら
の者の卑属の直系血族をいいます。つまり、直系血族以外の血族です。

② 全血または半血兄弟姉妹

兄弟姉妹のうち、父母の双方を同じくする兄弟姉妹を全血兄弟姉妹

といいます。また、父母のうちいずれか一方のみを同じくする兄弟姉

妹を半血兄弟姉妹といいます。

(4) 法定血族

① 法定血族（民法727、 809)

法定血族とは、生物としての血縁関係はありませんが、民法に規定

する養子縁組により親族関係が生じた者同士をいいます。養子は、養

子縁組の日から、養親の嫡出子としての身分を取得し、養親の血族と

も親族関係も取得します。また、養子縁組には、普通養子縁組と特別

養子縁組があります。

② 普通養子縁組（民法792~801)

普通養子縁組後も、実父母と養子の自然血族としての親族関係は失

われませんので、養子は、実父母と養父母の 2 組の親を持つこと（ニ

重身分）になります。また、養子縁組の回数に制限はありませんから、

複数の養親と縁組をすることができます。養子の戸籍は、直近の養親

の戸籍に入籍しますが、婚姻した場合には新しい養子夫婦の戸籍が編

製されます。
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第 1 章相続と相続分

この法定jill族の身分は、死亡、離縁または養子縁組の取消しにより

消滅します。

③ 特別養子縁組（民法817の 2~817の11)

家庭裁判所は、実父母による監談等が困難である等の一定の場合に、

その子と一定の登父母との特別養子縁組を成立させることができます。

この特別遊子縁組の場合には、その子と実父母との自然血族としての

親族関係は失われます。

④ 蓑子の氏（民法810)
うじ

嫡出子は原則として、父母の氏（姓または名字）を称します（民法

790)。旋子は、社親の氏を称します。ただし、婚姻の場合には、夫ま

たは要のいずれの氏を称するかは、夫婦の判断にゆだねられているた

め（民法750) 、壺子は、養親の氏ではなく、婚姻相手の氏を称するこ

とができます。

(5) 血族のまとめ

葬属（前の世代） I 
実子

自然血族 I
卑属（後の世代）

孫・ひ孫など
liii] I （血縁関係） 1

尊属（前の世代） 伯叔父母など

傍系血族
同世代 兄弟姉妹など

（兄弟姉妹の関係）

卑属（後の世代） 甥姪、甥姪の子など

l 普通蓑子縁組 1 実親・捉親の嫡出子 普通緑組の祖子
法定血族

1 特別捉子縁組 1 蓑親の嫡出子 特別縁組の祖子
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3. 配偶者

配偶者は、戸籍上の婚姻関係にある者をいいます。法律上は、配偶

者は、自己と同列として取り扱います。配偶者の身分は、婚姻により

取得され、離婚または婚姻の取消しにより消滅します。

4. 姻族

姻族とは、配偶者の血族および本人の血族の配偶者をいいます。い

ずれも婚姻により生じます。姻族の身分は、婚姻により取得され、離

婚または婚姻の取消しにより消滅します。

5. 親等

①親等

親等とは、親族のうち、本人からの親族関係の近さを表すもので

す。 1 親等、 2 親等などの表現をし、数字が小さいほど近く、大き

いほど遠くなります。

② 親等の計算（民法726)

直系血族の親等は、本人からその直系血族の世代数が親等になり

ます。そのため、父母は 1 親等、孫は 2 親等になります。

傍系血族の親等は、本人から同一の祖先までの世代数に、その祖

先からその傍系血族までの世代数を合計した世代数が親等になりま

す。そのため、兄弟姉妹は、本人から父母までが 1 世代上がり、父

母から兄弟姉妹が 1 世代下がるため 2 親等になります。

また、甥、姪は、兄弟姉妹からさらに 1 世代下がりますから、 3

親等になります。
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③ 直系血族の親等

配偶者

孫
(2 親等）

子

配偶者
(1 親等）

④傍系血族の親等

父

』 配偶者

(1 親等） | 甥姪
(3 親等）

兄弟姉妹
(2 親等）

®＠実務の着眼点（非嫡出子の法定相続分）
実子とは、父母と血縁のある子をいいます。戸籍上の婚姻関係にあ

る夫婦問に生まれた実子を嫡出子、それ以外の実子を非嫡出子といい

ます。民法の改正前は、非嫡出子の相続分は嫡出子 2 分の 1 でしたが、

改正により平成25年 9 月 5 日以後に開始した相続については、嫡出子

と非嫡出子の相続分は同一となりました。ただし、兄弟姉妹のうち、

全血兄弟姉妹（父母の双方を同じくする兄弟姉妹）の相続分は、半血

兄弟姉妹（父母のうちいずれか一方のみを同じくする兄弟姉妹）の法

定相続分 2 分の 1 のままで、民法の改正は行われませんでした。
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⑥
 

親族関係図

oo 

こうそそば

高祖父母団
けいていしよい

の兄弟姉妹

そうそふば

曾祖父母目
けいていしまい

の兄弟姉妹

| 
そうそふば

曾祖父母の日
けいていし広い こ

兄弟姉妹の子

じ0うそうそふ口

従曾祖父母Bl
I 

じゅうそはくしゅくふ ば

従曾伯叔父母 B cくしゥくふば
1 配③＝伯叔父母囚

8 とこ 1 

再従兄妹困 ぃとこ
従兄弟B

いとこ I L 
従兄弟のキ目
| 

いとこ よこ

従兄弟の孫t

りいていしまい

配②＝兄弟姉妹囚
| 

aヽ uoぃ

甥姪日
| 

けいていしよい ょこ

兄弟姉妹の孫日
| 

りいていしまい そうそん

兄弟姉妹の曾孫目
| 

けいていしまい げんそん

兄弟姉妹の玄孫n

配③＝

l. "~Bは、 6 親等内のJfll族

2. ①～③は、 3 親等内の姻族

3. は、取引相楊のない株式の評価における「中心的な同族

株主」の判定基礎になる同族株主（第14章で解説）

※
※
 

＝は、戸節法上の婚姻I関係を表します。

ーは、血族関係（自然lfll族および法定I(ll族）を表します。
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I 著者プロフィール I 

浅見透（あさみとおる）

昭和57年 3 月に明治大学経営学部を卒業。公認会計士辻会計事務所（現

辻•本郷税理士法人）にて勤務。平成元年12月に税理士試験合格。平成

4 年 2 月に開業し、現在、税理士、公認会計士14名を含む40人のスタッ

フによる浅見会計事務所の所長。

東京税理士会練馬西支部の役員を歴任し、現在は監事。

平成17年 4 月に明治大学会計専門職大学院兼任講師、平成30年 4 月に

明治大学経営学部客員教授、現在は明治大学経営学部兼任講師として法

人税の講義を担当。

著書に、「はじめての法人税j （日本法令、令和 5 年）がある。




